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令和７年(2025 年)３月 21 日 

 

令和７年度 甲賀市一般会計補正予算（第１号）の概要  

 

■概 要 

  エネルギー・食料品等の価格高騰による負担増を踏まえ、子育て世帯応援臨時給付金支給事

業を実施するほか、省エネ性能が高いエアコンへの買替え補助、酒造事業者や農業者に対する

支援に要する経費等について、所要の補正を行います。 

 

■補正予算額 

  ○補正後の額 ４６，３４３，６６３千円（うち一般財源 ３０，２４７，０９８千円） 

 

■補正予算の主な内容 

 

【歳入予算の補正】 

 

  ● 国庫支出金         ２０４，２６４千円 

・物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金        ２０４，２６４千円 

 

● 基金繰入金         ▲８０，６０１千円 

・財政調整基金繰入金                 ▲８０，６０１千円 

 

【歳出予算の補正】 

 

 物価高騰対策に係るもの 

 

● 子育て世帯応援臨時給付金支給事業  ７３，１８８千円（国61,000、一財12,188） 

 物価高騰の影響を受ける子育て世帯に対し、給付金を支給するための経費を追加 

 

● 省エネ家電製品買替補助事業     ２０，２６４千円（国17,000、一財3,264） 

     家庭におけるエネルギー費用負担を軽減するため、省エネ性能が高いエアコンへの

買替えを補助するための経費を追加 

 

● 農業用燃油等価格高騰対策緊急支援事業 １６，２１１千円（国14,024、一財2,187） 

     物価高騰に直面する農業者に対し、燃油高騰分の生産費を支援するための経費を追 

     加 

   

 

補   正   額 
財  源  内  訳 

特 定 財 源 一 般 財 源 

１２３，６６３千円 ２０４，２６４千円 ▲８０，６０１千円 
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● 街路灯省電力化補助事業       １０，０００千円（国8,000、一財2,000） 

     商店街のエネルギー費用負担を軽減するため、省エネ性能が高いＬＥＤ灯への改修

を補助するための経費を追加 

   

● 酒造事業者価格転嫁支援事業      ４，０００千円（国3,000、一財1,000） 

     物価高騰の影響を受ける酒造事業者に対し、適正な価格転嫁を支援するための経費

を追加 

 

【財源更正】 

● 水田園芸作物振興対策事業         国 10,000千円、一財▲10,000千円 

● 物価高騰対策住宅リフォーム補助事業    国 39,000千円、一財▲39,000千円 

● 地域公共交通事業者支援事業        国 12,240千円、一財▲12,240千円 

● 学校給食事業               国 40,000千円、一財▲40,000千円 



事業名称

目的

対象者

事業概要

事業費（今回補正予算額）

担当課 　こども政策部　子育て政策課

令和７年度一般会計補正予算（第１号）　事業の概要

　子育て世帯応援臨時給付金支給事業

　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受ける子育て世帯に対し、給付

金を支給し、生活を支援する。

　０歳～１８歳までの児童の保護者（所得制限なし）

１．子育て世帯応援臨時給付金　70,000千円

（１）対象者　　　市内に住所を有する0歳～18歳

　　　　　　　　　（令和8年3月31日までの出生児含む）

　　　　　　　　　令和6年12月末13,781人≒14,000人

　　　　　　　　　（内訳）　児童手当対象児童   12,500人

　　　　　　　　　　　　　　新生児　　　　　    　500人

　　　　　　　　　　　　　　公務員等                   1,000人

（２）給付額　　　5千円×14,000人＝70,000千円

（３）支給方法　　児童手当受給者はプッシュ式、公務員等は申請必要

（４）回　数　　　1児童につき、1回限り

（５）期　間　　　令和7年4月1日～令和8年3月31日

（６）その他　　　令和7年4月1日　基準日

２．事務費　3,188千円

（１）消耗品（用紙、事務用品等）100千円

（２）封筒印刷　＠37.7×1.1×8,200件＋＠17.8×1.1×400件≒ 348千円

（３）チラシ印刷（4種類） 400千円

（４）郵送代　＠110円×7,500件+＠110×700件＋@125×400件＝952千円

（５）振込手数料　＠　100円×1.1×4,000件＝440千円

　　　　　　　　　＠　162円×1.1×4,200件≒748千円

（６）封入封緘委託　200千円

　７３，１８８千円（国61,000、一財12,188）
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事業名称

目的

対象者

事業概要

事業費

担当課 　市民環境部　環境未来都市推進室

令和７年度一般会計補正予算（第１号）　事業の概要

　省エネ家電製品買替補助事業

　エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者に対し、家庭にお

けるエネルギー費用負担を軽減するため、省エネ性能の高いエアコンへの買替え

を支援する。

　市民

１．買替補助　20,000千円

（１）補助対象　　市内の販売店を利用し、省エネ型エアコンに買替えた市民

（２）補助額　　　省エネラベル☆3.0～5.0：２万円

　　　　　　　　　　　　　　　☆2.0～2.9：１万円

　　　　　　　　　住民税非課税世帯及び75歳以上のみで構成される世帯：

　　　　　　　　　２万円加算

（３）回　数　　　１世帯につき１台限り

（４）期　間　　　令和７年４月１日～令和８年２月１６日

（５）その他　　　予算額に達成した場合は終了する。

　　　　　　　　　計算　2万円×300件＋1万円×900件＋加算2万円×250件

２．郵送料　264千円

（１）決定通知等　110円×1,200件×2回＝264,000円

　２０，２６４千円（国17,000、一財3,264）
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事業名称

目的

対象者

１．農業用燃油等価格高騰対策緊急支援事業補助　16,211千円

 農業者への支援 １６，２１１千円

1,500 ha × 400 円/10a = 6,000 千円

600 ha × 150 円/10a = 900 千円

70 ha × 1,100 円/10a = 770 千円

2 ha × 2,800 円/10a = 56 千円

5 ha × 17,000 円/10a = 850 千円

10 ha × 350 円/10a = 35 千円

200 ha × 3,800 円/10a = 7,600 千円

２．事業主体

　　甲賀市農業再生協議会　　　　年度内執行

事業費（今回補正予算額）

担当課

令和７年度一般会計補正予算（第１号）　事業の概要

（１）水稲

（２）麦・大豆・そば等

（３）露地野菜

（４）施設野菜（無加湿）

　１６，２１１千円（国14,024、一財2,187）

　産業経済部　農業振興課

事業概要

　農業用燃油等価格高騰対策緊急支援事業

　燃油価格高騰の影響を受けている農業者へ生産費支援を行うため、作付面積に

対し定額を助成する。

　認定農業者、認定新規就農者

（５）施設野菜（加湿有）

（６）果樹（ぶどう、なし）

（７）茶

　　　　※動力光熱費の高騰分を支援する。
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事業名称

目的

対象者

事業概要

事業費（今回補正予算額）

担当課 　産業経済部　商工労政課

令和７年度一般会計補正予算（第１号）　事業の概要

　街路灯省電力化補助事業

　エネルギー価格高騰の影響を受ける商店街管理の街路灯の維持にあたり、省エ

ネ性能の高いLED化を促進するため、その交換に係る費用の一部を補助する。

　商店街

１．街路灯省電力化補助金

（１）予算額　　10,000千円（@250千円×40基）

（２）対象経費　既設の街路灯のＬＥＤ器具・交換費用（既存器具撤去・

　　　　　　　　処分費用含む）

（３）補助率　　対象経費の50％以内

（４）対象　　　商店街組合管理の街路灯（西水口商店街、大原市場商店街、

　　　　　　　　長野商店街連盟）

　１０，０００千円（国8,000、一財2,000）
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事業名称

目的

対象者

事業概要

事業費（今回補正予算額）

担当課 　産業経済部　商工労政課

令和７年度一般会計補正予算（第１号）　事業の概要

　酒造事業者価格転嫁支援事業

　原材料価格高騰の影響を受けている酒造事業者に対し、円滑な価格転嫁と酒米

の生産継続をめざし、新商品開発に要する経費を支援する。

　酒造事業者

１．個社向け補助金（新商品開発、商品リニューアル支援）

（１）予算額　　3,000千円（@500千円×６事業者）

（２）対象経費　原材料費（酒米など）、パッケージ費（デザイン外注費、印刷

　　　　　　　　費など）、広報費（チラシ代など）

（３）補助率　　対象経費の50％以内（ただし、原材料費は25％以内）

（４）補助額　　１事業者５０万円以内

（５）備考　　・補助対象商品には適正に価格設定

２．組合向け支援（マーケティング調査支援）

（１）予算額　　1,000千円（@1,000千円×１団体）

（２）対象経費　適正に価格設定した地酒（新商品、リニューアル商品）の販売

　　　　　　　　会の開催経費

（３）補助率　　10/10以内

（４）補助額　　１００万円以内

（５）備考　　・販売会場で、価格設定の妥当性などについてアンケートを実施

　　　　　　　　（バイヤー向け、一般購買者向け）

　４，０００千円（国3,000、一財1,000）

 

- 7 -222


